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答申行政第２３号

答 申

第１ 審査会の結論

岡山県教育委員会（以下「実施機関」という ）が行った公文書一部開示決定は妥。

当である。

第２ 異議申立てに至る経緯

１ 異議申立人は、平成２１年４月８日付けで、岡山県行政情報公開条例（平成８年岡

山県条例第３号。以下「条例」という ）第６条第１項の規定により、実施機関に対。

して 「①教員採用試験の合否結果を郵便発送したときの郵便発送を記録した書面、、

（ 。）②県教委幹部が教職ＯＢらの口利きによって一部受験者 教員採用試験で①と同じ

に合否結果を伝授した日時の判明する書面」の開示請求（以下「本件開示請求」とい

う ）を行った。。

２ 実施機関は、本件開示請求に係る公文書として、①については「合格通知の発送日

の特定ができる文書発送番号簿」を特定した上で開示とし、②については「文書不存

在（作成していないため保有していない 」を理由として非開示とする公文書一部開。）

示決定（以下「本件処分」という ）を行い、平成２１年４月１３日付けで異議申立。

人に通知した。

３ 異議申立人は、本件処分を不服として、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０

号）第６条の規定により、平成２１年４月２７日付けで、実施機関に対して異議申立

てを行った。

４ 実施機関は、条例第１７条の規定により、平成２１年５月７日付けで、岡山県行政

情報公開・個人情報保護審査会（以下「審査会」という ）に対して、本件開示請求。

に係る公文書の開示の可否の決定について諮問した。

第３ 異議申立人の主張要旨

１ 異議申立ての趣旨

異議申立ての趣旨は、本件処分を取り消して、合否結果の事前連絡をした日時の特

定できる文書類の開示を求めるものである。

２ 異議申立ての理由

、 、異議申立人が 異議申立書及び意見陳述において主張している異議申立ての理由は

概ね次のとおりである。

なお、異議申立人から実施機関の非開示理由説明書に対する意見書の提出はなかっ
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た。

県教委内部職員数人で構成された調査チームが 「合格通知の発送後、合否結果を、

電話等で照会者ら（口利きをした者、教職ＯＢら）に連絡した」と調査結果を報告書

に記載している事実がある。

このことから少なくとも合格通知の発送後に口利き者らに電話等で連絡している事

実（日時の前後関係）を調査チームは明確に認定している。

この事実認定には、少なくとも被調査人らの口述が前提に存在し、その口述をメモ

した書面とか事情聴取書（形は問わないが）の類の書面が存在すると考えるのが自然

である。

なぜ日時の前後関係に係る重要な事実認定をする場合に、県教委は文書など証拠に

なるものを作成していないのか大いに疑問があり、不信感で一杯である。口利きが合

格通知発送前にあったことを十分推認させることにもつながり、にわかに調査報告書

は信じがたい。

第４ 実施機関の説明要旨

実施機関が非開示理由説明書及び意見陳述において説明している内容は、概ね次の

とおりである。

合否結果の事前連絡をした日時の特定できる文書類は作成していないため、文書不

存在により非開示とした。

合否結果の事前連絡をした日時を確認できる書面が存在するはずであるとのことで

あるが、教員採用候補者選考試験等に関する調査チームが、平成１５年度から平成

１９年度までの間に教育長・教育次長・教職員課長・教職員課人事担当参事・教職員

課人事担当班長であった者について、在任中に行われた教員採用試験の合否結果問い

合わせ等の状況について聞き取り調査をした調査票（以下「調査票」という ）にお。

いては合否結果を電話連絡した日時までは特定できていない。また、調査票以外には

合否結果の事前連絡について確認した書類は存在しないため、文書不存在により非開

示とした。なお、電話連絡が合否結果投函の前か後かについては、全員投函後である

と回答したため、投函後電話連絡しているとの調査結果となっている。

また、調査票については、平成２０年１０月に異議申立人に氏名を除いた一部を文

書開示しているところである。

第５ 審査会の判断

１ 本件対象公文書について

本件異議申立ての対象となった公文書（以下「本件対象公文書」という ）は 「県。 、

教委幹部が教職ＯＢらの口利きによって一部受験者（教員採用試験）に合否結果を伝

授した日時の判明する書面」である。

２ 本件対象公文書の存否について

異議申立人は、実施機関の調査チームが調査結果の報告書において、合格通知の発

送後に口利き者らに電話等で連絡している事実（日時の前後関係）を明確に認定して
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いることから、少なくとも被調査人の口述が前提に存在し、その口述をメモした書面

とか事情聴取書の類の書面が存在すると考えるのが自然であると主張している。

一方、実施機関は、調査票においては合否結果を電話連絡した日時までは特定でき

ておらず、また、調査票以外には合否結果の事前連絡について確認した書類は存在し

ないため、文書不存在により非開示としたと主張しているので、本件対象公文書の存

否について以下検討する。

異議申立人は 「少なくとも被調査人の口述が前提に存在し、その口述をメモした、

書面とか事情聴取書の類の書面が存在すると考えるのが自然である」と主張している

ものの、実施機関の職員がこれらの文書を作成したことを推知せしめるような具体的

な主張はなされていない。他方、実施機関では、教育長等関係者からの聞き取り調査

結果を調査票に記録し、その中に「投函後、電話連絡している」との記述があること

から見ると、他に実施機関が本件公文書を保有していると推測すべき特段の事情も認

められない。

以上のことから、本件対象公文書について作成していないため保有していないとい

う実施機関の説明は、不自然・不合理とは認められない。

３ 結論

以上により、実施機関が、本件対象公文書について不存在を理由として非開示とし

た本件処分は妥当であると認められることから 「第１ 審査会の結論」のとおり判、

断した。

第６ 審査会の経緯等

当審査会の処理経過は、次のとおりである。

年 月 日 処 理 内 容

平成２１年 ５ 月 ７ 日 実施機関から諮問を受けた。

平成２１年 ７ 月１０日 実施機関から非開示理由説明書が提出された。

平成２２年 ２ 月 ４ 日
事案の審議を行った。

（審査会第１回目）

平成２２年 ３ 月１５日
実施機関の意見陳述の聴取を行った。

（審査会第２回目）

平成２２年 ４ 月２３日
異議申立人の意見陳述の聴取を行った。

（審査会第３回目）
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平成２２年 ５ 月２８日
事案の審議を行った。

（審査会第４回目）

平成２２年 ６ 月２５日
事案の審議を行った。

（審査会第５回目）

平成２２年 ７ 月２９日 実施機関に対し答申を行った。
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